政策研ニュース　No.15 by 科学技術政策研究所
?
?
政 策 研 ニ ュ ー スNO.15NOV.30198g
NISTE.PNEWS
編集 ・発 行 科 学技 術庁 科学 技 術政策 研究 所
NATIONALINSTITUTEOFSCIENCEANDTECHNOLOGYPOLICY
〔Contents〕 1.最近 の 動 き











1.最近 の 動 き/CurrentTopics









研究交流活動等 にっ き説明を行 い、その後、意見交換 に移 った。
各顧問 との聞で、科学技術連関表に関する研究の進捗状況、地球環境問題 にっ
いての対応、研究開発構造の転換に関す る課題への取 り組み、国立試験研究機関




O第1回 地域 にお ける科学 技術 振興 に関 す る研 究会(伊 藤委 員長 《東 京女 子 大学




○ 「新材料の開発利用 とその影響 に関する第3回 研究会」が11月16日 開催 さ
れ、新材料の開発利用 に伴 う社会あるいは資源への影響 にっいての全体的な考察
及び個別の事例にっいての考察にっ き概略の検討を行 った。
今後は、9月 に実施 したア ンケー ト調査の結果を踏 まえ、更に細か く検討、整
理することとした。
○第3回 バイオテ クノcrジー の開発利用 とその影響 に関す る研究会を11月27
日に霧寵 した。研究会では、発想実施 したア ンケー ト調査の結果の分析を中心に
議論が なされた。
@講 演 会等 几ec加resatMST頸)
!1パ藪火)「 科学 技術 政策 につ いて 」
ス テフ ァン ・ヒル教 授(オ ー ス トラ リア ウロ ンゴ ング大学)
11/17(金)「ECの科 学技 術政策 につ いて」
モ ー リス 。ブ レー ヌ(EC委 員 会在H科 学 ア タ ッシェ)
11/20(月)「政府 の学 術研 究等 へ の支援 に関 す る国際 比較」
ジ ョン ・ア ー ビン(英 国 サセ ックス大 学SPRU研 究 員)
◎ 主 要 来 訪 者/ForeignVisiSorstoNISTEP
11/13(月)Dr.J.Miller(米国 北 イ リ ノイ 大 学)
11/17(金)ジェ ー ム ズ ・ラ ッ フ ェル(米 ス タ ン フ ォー ド大 学)
11/22(水)Dr.B.Vittoz(スイ ロ ーー ザ ン ヌ大 学 学 長)
11/30(木)Pr◎f.E.1.Paulinyi(ブラ ジ ル 国 立 科 学 技 術 研 究 所 長)
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2.研 究 ノ ー ト/ResearchNote
自然科学系博士号取得の量的 日米比較





将来 にわた って我が国の研究開発を一層推進 していくためには、優れた科学技















④外国人留学生を含む場合 と含まない場合 とを区分 した。
3.比較の種類
我が国の博士数を3種 類 として、それ と米国の博士数 とを比較 した。
この比較の特徴は、それぞれに外国人留学生を含む場合 と除 く場合の比較を行





③課程博士数 と35歳 以下の論文博士数 との合計数(若 手博士数)
4.博士数比較の結果
その結果、次の ことが明 らかにな った。
①理学系博士敷




全 人 数 外国人留学生等を除く人数
日 本 米国 日 本 米 国



































。我 が 国の大 学 院博士 課程 か ら毎年 生 まれ る単 位人 口当た り課程 博士 数(外 国人
留 学生 を除 く。)は 、米 国 の7分 の1で あ る。
・最近 、大 学 院修士 課程 か ら大学 院博 士課程 に進 学す る者 の比 率が 低下 して い る。
・我 が国 の外 国人留 学生 を 除 く若 手理学 博 士数 は、米 国 の6分 の1で あ る。
②工 学系 博士 数







全 人 数 外国人留学生等を除く人数
日 本 米国 日 本 米 国




































留学生を除 く。)は 、米国の2.5分 の1で ある。
・最近、大学院修士課程か ら大学院博士課程 に進学す る者の比率は低迷 している。
大学院博士課程在学生 に占め る外国人留学生の比率は高 まっている。
・我が国の外国人留学生を除 く若手理学博士数は、米国の56%で ある。
担当/第1調 査研究 グループ
3.来所 講 演 概 要/SummaryoftheLectureatNISTEP
「1970年 代のアメリカにおけるバイオエ シックス論争について」
米本昌平(三 菱化成生命科学研究所社会生命科学研究室長)
バ イオ エ シックスを一 言で 言 えば、1970年 代 の アメ リカの 医療思 想 革命 で
あ る と言 え ます。 なぜ1970年 代 のア メ リカか と言 い ます と、要 因 と して次 の
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三つが挙げられ ます。
第1は 医療の現代化です。 これは一言で言います と、医療が急性疾患か ら慢性
疾患に移行 した時代であります。慢性疾患の医療の現場では、病気を治すという
よ りは管理 したり操作 した りする、っまり、 もう治せない器官をだましだま し使
うとい う事にな ります。そ こで、患者は自分の余命を考えて治療計画を設計 した
り選択 したりするよ うになりました。そ うしますと、宗派、家庭の事情 など医療
の専門性では判断できない問題が出て くるため、治療計画の決定権を患者側 に渡
して しまうとい う事になるわけです。 そして、患者が、治療計画を自己決定す る
という思想が一番極端にあらわれたのが死ぬ場面であ ります。
197§ 年 にカ リフォルニア州自然死法が成立 しました。モニ ターとかチュー
ブだ らけの過剰な延命治療が人間性 として問われ、その結果、過剰な延命治療を
拒否 し、死の進行を 自然に委ねて しまうというものが 自然死で、これは単なるテ
クニ ックではなく、非常に思想性の高い概念であります。 これは四つの点を明確
に した法律で、第1点 は、死の進行を自然に委ね るとい う事。第2点 は、生前に
自分で フォーマ ットを決めるという事。第3点 は、医師団 に自然死を実行す る責
務が生ずるという事。 そ して第4点 は、医師は、罪に問われないとい うものです。
1970年 代のアメリカのバ イオエ シックスはすで にここまで きており、全て
はこれを基 に しております。 これ により、バイオエ シックス論争がほとん どこの
年代で終わ って しまったといえます。
第2の 要因はニ クソン大統領の科学政策であります。1970年 の環境教書、
71年の保健教書が1970年 代のアメ リカの科学政策 に決定的な影響を与え、
研究開発の方向が、地球規模の環境保護 と、病苦 と貧困の撲滅に変わりま した。
これによ り、先天性異常やDNA組 み替えの研究に、遺伝子治療 とい うシナ リオ
で多額の研究費が投入され、胎児診断が飛躍的に進歩 しま した。先天異常の可能
性がある妊婦に積極的に胎児診断を受けさせましたが、異常を持 っていると診断






第3の 要因は、アメ リカの特殊 な統治構造、国の成 り立ちがバイオエシックス
研究を喚起 しているとい う事です。アメ リカは、宗主国イギ リスに対 して独立を
勝ち取 るために作 った州の連合体であり、一般の立法権 はそれぞれの州にありま
す。 しか し、放 っておきますと各州バラバラにな って しまうため、州法をある一
定のワクに入れ る方法があります。その一つがモデル統一法で、各州の議会代表
者が集 まって統一一州法会議を開 き、モデル法を作 り、それを州議会にかけ、一部
修正などを して実定法 にす る方法です。臓器移植などでは、供与者 と受 け取 る側
が別の州になる可能性が大いにあ り、手続 きが州によって違います と問題になり
ます。そ こで、各州統一 した法律を作ろうとい うことで、その典型的な例が統一
脳死法です。医療問題 にっきま しては、統一州法会議が力を もって きてお ります。
アメ リカは宗教移民 により成 り立 っている国家であり、宗教の教えにの っとっ
て生活 してお り、結局それは日常に関す る立法権限を 自分たちで持つとい う事で
あります。 ところが、隣のコロニーに行 けば別の宗派の人 も居 る訳で、アメ リカ
では見えない文化の歯止めが どん どん低 くなって しまい、拘束力のある社会規範
は州法 に近 くなりま した。何か問題が起 こります と、州法を作 り、州法を道具主
義的に使いました。アメ リカン ・デモ クラシーの一つの解釈は、異な った価値観
の妥協と調整 とい う事であ り、結局 は州法にひっかか らなければ何をやって も良
いとい う事 にな ります。
例えば、精子をカタログ販売 している一人の ドナーが200サ ンプル売 った例
があります。購入者はほとんど同 じエスニ ックと考え られ、その結果、将来近親
結婚にかか る可能性があると問題 になっています。
また、1960年 代の公民権運動の反動 により、 エ970年 代初頭に激 しい思
想運動が起 こり、その結果、常識か らはずれたもの も容認されるよ うになりまし
た。 アメ リカの価値規範がかなり変わろうとした時代で、 ユ978年 に商業ベー
スでの代理母が現れま した。
しか し、イギ リスでは、商業ベースで子供を産 もうという事がわか って国外追
放 になった例があ ります。あ る価値規範が存在 しているとい う点で 日本はイギ リ
ート
ス型に近いと言え、意志決定の システム もイギ リスに近 く、 日本でのバ イオエ シ
ックスは、委員会報告を積み上げるとい う方法が良いと思います。
医療技術の社会事情を考えるにあたって、アメリカの問題は、問題の形、解決
方法のオプ ションがはっきりしてお ります。 日本が、アメ リカのよ うな事態にな






当所特別研究員 として来所 し、研究活動を行 っていた勇文法氏(韓 国科学技術
政策研究所主任研究員)が 、11月 末 日所期の成果を収め、帰国いた しま した。
㊧科 学 技 術 庁 科 学 技 術 政 策 研 究 所
〒100東 京 都 千 代 田 区 永 田 町1-11-39電 話03(581)2391,2392
倉NationalInstituteofScienceandTechnologyPolicy,
ScienceandTechnologyAgency,Japan
◇ADDRESS:i-11-39,Nagata-cho,Chiy◎da-ku,Tokyo,10◎
◇PHONE:03(581)2391,2392◇FAX:03(503)3996
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